
ユニ・チャームの島田でございます。

本日はご多忙のおり、ユニ・チャーム株式会社 2023年12月期第1四半期決算説明
Webカンファレンスにご参加を賜りまして、誠にありがとうございます。

早速ではございますが、

内容の説明に入らさせていただきます。
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最初に、2023年12月期第1四半期決算の概要でございます。
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資料の3ページに決算の総括を掲載させていただいてます。
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4ページから説明をさせていただきます。連結決算のハイライトでございます。

2023年12月期、第1四半期決算の業績につきましては、売上高は2,208億円、
8.1%増収となり、第1四半期としましては、過去最高を更新しました。

コア営業利益は284億円、5.1%減益となりました。当第1四半期では、ドル高、ロ

ーカル通貨安の影響も重なり、原材料がさらに上昇し、また、エネルギーコスト
の上昇などにより、原価率へのインパクトが3%程度ありましたが、価値転嫁を進
めることなどで原価率の悪化を緩和させ、結果、コア営業利益率は12.9%となり
ました。

連結業績予想につきましては、表の右端にありますように、売上高から親会社
の所有者に帰属する四半期利益までの全項目の進捗は、想定線で推移してお
ります。

それでは、業績ならびに業績予想進捗の詳細について、次ページ以降で説明さ
せていただきます。
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資料5ページをご覧ください。

四半期別の業績推移でございます。当社が扱う商品は生活必需品であり、継続
的に価値転嫁を進めながら安定した売上成長ができており、当四半期も、第1四
半期としては過去最高となりました。

また、当四半期も、更なる原材料費などのコスト上昇があり、厳しい環境下では
ありましたが、コア営業利益は高い利益水準を維持しております。
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資料の6ページをご覧ください。

次に、コア営業利益の増減でございます。

販売管理費については、売上高比率として0.4ポイント改善しましたが、増収に
伴い増加した費用の部分もあり、販管費全体では約27億円増加しました。

その中で、広告費が8億円増加しました。これは価値転嫁を浸透させる過程にお

いて、北米ペットケアやインドネシアなどで、更なるブランド認知向上の広告投下
を実施したことが主な要因となります。

次に、その他の費用項目で18億円増加しているのは、人件費、研究開発費、業
務委託費、旅費交通費などがその要因でございます。

一方、物流費については、売上高比率が0.5ポイント改善したことで、若干減少し
ております。

中でも日本において、価値転嫁および付加価値商品への展開促進による単価
アップで、ペットケアを中心として物流費比率が改善したことや、インドネシアに
おける価値転嫁や、インド子会社向け輸出量の減少などが要因でございます。

次に、粗利益に関する項目では、原材料関連は昨年に引き続き、更なる原材料
単価の上昇で、粗利益が約60億円減少となりました。

これを吸収するにあたり、継続的な付加価値商品の展開によって価値を上げ、
日本やインド、インドネシアなどで、価値転嫁や数量効果の部分でうまくバランス
を取りながら、粗利益を増加し、原材料関連費用を吸収できました。
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資料の7ページをご覧ください。次に、所在地別セグメント情報でございます。

まず、日本におきましては、売上高は1.7%増収、1.6%減益となり、コア営業利益
率は、原材料価格の高騰の影響などもあり、0.7ポイント悪化し、18.8%となりまし
た。

昨年と比較し、円安が進み、更なる原材料費などのコスト上昇の影響や、
COVID-19が感染法上5類へ引き下げられる観測から、COVID-19関連商品の売り

場が縮小傾向になるなど、経営環境としては厳しい状況ではありましたが、引き
続き、ペットケア、ウェルネスケア、ベビーケアなどで予定通り価値転嫁を進めた
ことによって、微減益にとどめることができました。

中でも、ペットケアが10%を超える増収、ベビーケアも1桁後半の増収。また、マ
スクを除いたウェルネスケアは1桁半ばの成長で、日本をけん引することができ
ました。ちなみに、COVID-19関連商品であるマスク、ウェットティッシュを除いた
日本は、1桁半ばの増収増益となりました。

次に、アジア地域についてです。アジア地域におきましては、売上高は9.4%増収
、コア営業利益は14%減益、コア営業利益率は10.3%となりました。アジア主要

国においても、更なる原材料価格の高騰の影響を受ける中、ほぼ予定通り、価
値転嫁を進めておりますが、昨年からのコスト上昇のスピードが早く、追いつい
ていない状況です。

主な減益の要因は、下段の主要国売上高の実質増減にありますように、中国と

7



タイが影響しております。中国では、フェミニンケアが主要因です。これは昨年末
にゼロコロナ政策が終了し、1月に感染拡大の影響を受けたことや、流通在庫圧
縮傾向の中で価値転嫁商品への切り替えなどが影響しました。

そのような中でも、構造改革を進めているベビーケアについては、中国産プレミ
アム品を成長させながら、収益面も改善を進めることができました。タイにつきま
しては、ベビーケア市場では、出生数減少と一部ダウントレードからの市場縮小
が大きく影響しました。また、成長市場であるフェミニンケアやウェルネスケアなど
では、積極的に広告を投下したことも減益に影響しておりますが、市場成長以上
には成長できました。その他のアジアでは、インドネシアなどが好調を維持し、力
強いトップライン成長ができました。

最後に、その他の地域につきましては、売上高は16.8%増収、コア営業利益率は
8.7%と0.9ポイント悪化しましたが、コア営業利益は6.8%増益となりました。これを
けん引したのは、北米ペットケアとブラジルでございます。

北米ペットケアについては、昨年からの猫おやつなどの価値転嫁商品が好調に
推移した結果、9%増収となり、収益性も改善できました。ブラジルにつきましては

、原材料価格高騰の影響やレアル安の中、価値転嫁を進め、トップラインの高成
長で再度黒字転換となりました。
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資料の8ページをご覧ください。所在地別のコア営業利益率推移のグラフでござ
います。

今四半期も原材料価格高騰の影響は受けておりますが、原価率は昨年の第4
四半期をピークに改善してきております。

継続した付加価値商品展開の拡大などにより、第2四半期以降は第1四半期を
底に、コア営業利益率の改善が進むことを見込んでおります。
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資料の9ページをご覧ください。海外売上高比率のグラフです。

構成比としては、海外が68.5%、過去最高レベルまで上昇いたしました。
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資料の10ページをご覧ください。事業別セグメント情報でございます。

パーソナルケアの増収減益につきましては、先ほど所在地別の中でもご説明し
ましたように、各地での原材料価格高騰の影響や、中国流通在庫圧縮の影響、
タイのベビーケア市場縮小に起因する減収、日本におけるマスク、ウェットティッ
シュが減少したことなどが主要因となります。

そのような中、インド、インドネシア、日本などにおいて、ベビーケアを中心に価
値転嫁が順調に進み、業績へ貢献しました。ペットケアにつきましては、増収増
益となりました。

内容については、こちらも先ほど触れましたように、日本が価値転嫁を浸透させ
たことで、原材料高騰の影響を吸収し、大幅な増収増益となり、業績をけん引し
ました。

また、引き続き北米が増収増益と好調を維持しました。その他、中国や東南アジ
アでも積極的に費用を投下し、事業拡大の準備を進めておりますので、費用が
先行しております。
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資料の11ページをご覧ください。各通貨の為替変動による影響でございます。

各通貨のレート変動によりまして、決算レートにおける財務諸表の換算の影響
は、売上高は対2022年度第1四半期比で約106億円の増収効果がありました。
コア営業利益につきましては、約12億円の増益効果がありました。
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ここからは、今年2月に発表した、2023年12月期の業績予想進捗の概況を、ご説明い
たします。
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13ページをご覧ください。連結業績予想進捗サマリーでございます。

第1四半期の業績は想定線でありましたので、売上高、コア営業利益などは、当
初予想から変更はございません。今回の第1四半期の業績を見ますと、コア営
業利益率が、年間業績予想の14.6%と比較して進捗が悪く見えておりますが、こ

れも想定通りに推移しているものとなります。上期の社内計画は未公表ではあ
りますが、コア営業利益率のイメージは12%台ということからも、ご理解いただけ
るかと思います。

第2四半期以降のコア営業利益の推移としましては、価値転嫁の浸透がさらに

進み、また下期にかけて、コスト負担が緩和し、増益幅を拡大する見込みでござ
います。

第1四半期のトピックスについては、ご覧の通りでございます。

それを受けまして、業績予想達成に向けては、第2四半期以降における各国、
各地域での価値転嫁の浸透を第1四半期同様、確実に実践する中で、外部環

境に注視し、商品の価値と数量のバランスをとりながら、トップラインの伸長に努
めてまいりたいと考えております。

また、個別には、第1四半期において課題となった中国フェミニンケアについて、

外部環境の影響を受けて市場シェアを伸ばせていない状況ではありますが、足
元は景気が回復基調にありますので、在庫のスムーズな切り替えと配荷の拡大
、そして更なるプレミアム化の促進で業績を回復し、伸長させていきたいと考え
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ております。

また、ベビーケアにつきましては、引き続きプレミアム品拡大で、予定通り、黒字
転換を図ってまいります。
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資料14ページをご覧ください。2023年12月期の連結業績予想のハイライトでご
ざいます。

内容については、先ほど説明した通りでございますので、説明は割愛させてい
ただきます。
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次に株主還元政策についてご説明致します。
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資料の16Pをご覧ください。

当社の株主還元政策については、継続的な成長を実現するための事業投資を
優先しながら、配当については、中長期的な連結業績の成長に基づき、安定的
かつ継続的な配当を実施し、自己株式の取得に関しても、必要に応じて機動的
に実施することで、2023年度も総還元性向50%の利益還元を計画しております。
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資料の17ページをご覧ください。1株当たり配当金についてです。

2023年度は年間2円増配の40円となり、22期連続増配を計画しております。
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資料の18ページをご覧ください。自己株式の取得の推移でございます。

2023年度も2月の取締役会で、上限取得価額170億円、上限390万株の取得を
決議しましたので、機動的に自己株式を取得してまいりたいと思います。

3月、4月は取得0円となっておりますが、インサイダー情報との兼ね合いもあり
取得できないタイミングもありますので、ご承知いただければと思います。

今後も安定的かつ継続的な配当と、自己株式取得を併せて実施し、株主の皆
様への利益還元を重要な経営方針の一つと考え、持続的なキャッシュフローの
創出による企業価値の向上に努めてまいります。

資料の19ページ以降、こちらもこれまでご説明させていただいた中長期ESG目標

についての取り組み状況ですが、時間の関係上、説明は割愛させていただきま
す。

以上で、2023年12月期第1四半期の決算の説明を終了いたします。
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